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政権交代と税制改革・消費税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　星野　泉

福田政権時代の2007年10月、内閣府は、経済財政諮問会議で「医療・介護給付の水準を維持するためには2025年度に約14兆〜31兆円分の増税が必要となり、消費税でまかなうなら11〜17%まで税率を引き上げる必要がある」と最大12パーセント消費税率を引き上げる可能性がある試算を公表した。また、2008年10月には、麻生首相が100年に1度の危機に対する新・総合経済対策の発表に際し、消費税率について、「大胆な行政改革を行った後、経済状況を見た上で」「3年後に消費税の引き上げをお願いしたい」と述べた。2009年（平成21年）2月3日の衆院予算委員会では、質問に答えて生活必需品などに配慮する複数税率についても「そういうことも含めて検討する」としていたところである。
そして昨年の政権交代である。

１　政権交代と税制改革論議

政権交代となった2009年秋の衆議院議員選挙における民主党マニフェストは、税金の無駄遣い根絶に重点が置かれ、税制改革については、以下のものが提案された（番号はマニフェストの中の政策番号）。
9． 公平で簡素な税制をつくる（租税特別措置の適用範囲の明確化と役割を終えたものの廃止、真に必要なものは恒久措置へ）
11．年額31万2000円の「子ども手当」を創設する（高所得者に有利な所得控除から手当へ）
18．一元化で公平な年金制度へ（消費税を財源とする月額7万円以上の最低保障年金の創設）
19.　年金受給者の税負担軽減（公的年金控除の最低保障額を基に戻し老年者控除を復活）
20．歳入庁を創設する（社会保険庁と国税庁の統合、所得把握のための番号制導入）
29．目的を失った自動車関連諸税の暫定税率は廃止する（暫定税率廃止で主に車利用の多い地方の国民負担軽減、および将来的には、ガソリン税、軽油引取税は「地球温暖化対策税（仮称）」として一本化、自動車重量税は自動車税と一本化、自動車取得税は消費税との二重課税回避の観点から廃止）
34．市民が公益を担う社会を実現する（寄付税制の拡充）
35．中小企業向けの減税を実施する（中小企業の法人税率引き下げ）
42．地球温暖化対策を強力に推進する（地球温暖化対策税の導入検討）
なお、インデックス2009には書き込まれた、国境を越える特定の経済活動に課税し、集まった収入を貧困撲滅・途上国支援などを行う国際機関の財源とする「国際連帯税」についてはマニフェストではふれられていない。
消費税引き上げ等の改革案はストレートには表現されず、同様に、自民党のマニフェストにも明確な文言はなかった。この選挙では、マニフェストでこれからこうすると主張する政党と、同じようにこれからこうすると言ってみたところで、今まで政権をもっていたのにこれまでできなかったことがこれからできるのかとの疑問に対し防戦に回る政党との立場の違いが、大きく影響したとみられる。そして、民主党政権の鳩山総理は、任期満了までの4年間では消費税引き上げをしない、ということを約束した。
政治と金、家族と金の問題で退陣を余儀なくされた鳩山政権―小沢幹事長体制の後を受けることとなった菅直人首相は、参議院選挙を前にマニフェストの修正に取り組む。
2010年の民主党マニフェストでは、公共事業中心の「第一の道」、偏った市場原理主義に基づく経済政策である「第二の道」の失敗に学び、過度に財政に寄りかかった手法でもなく、過度に競争に偏った手法でもない、経済、財政、社会保障を一体として捉える経済政策である「第三の道」を選択するとしている。
「わが国が抱える環境問題や少子高齢化など、喫緊の課題への解決策。急速に成長するアジア、国内の資源を活かせる観光分野などへの積極策。これらが生み出す大きな需要に応えることで雇用を拡大します。そこから経済の拡大（強い経済）、財政の再建（強い財政）、社会保障の充実（強い社会保障）という好循環をつくり出します。」
そして、政権交代後すでに実現できたこととして、租税特別措置の見直し、NPO税制の見直し、一人オーナー会社の役員給与損金不算入廃止を挙げた。そして、強い経済の実現の具体策として、成長とデフレ脱却のための法人税率引き下げを取り上げている。
「法人税制は簡素化を前提に、国際競争力の維持・強化、対日投資促進の観点から見直しを実施します。あわせて、中小企業向けの法人税率の引き下げ（18%→11%）、連帯保証人制度、個人保証の廃止を含めた見直しを進めます。」
菅首相は、財務大臣時代の経験と世論調査における支持率V字回復にも気を良くして、福祉財源のため、消費税を自民党が公約したのと同じ10%まで引き上げる案を提示し、年収400万以下であれば納税額を全額還付する方式や食料品に低めの税率（複数税率）を設定するなど低所得者への配慮を盛り込む案を主張する。しかし、演説の場所ごとに350万と言ったり400万と言ったり、違った数値を述べたことが報道され、自民党のようにしっかりした数字ではないではないか、多くの国民の年収がここまでに入ってしまうためそれでは税収が集まらない、消費増税の目的は法人税減税で福祉財源ではないではないか、として他党からの批判を浴びた。実際、昨年のマニフェストでは、法人税引き下げは中小企業向けの減税としていたものが、ここでは不明確となった。折しも、日本経団連との関係改善が報道されると、格好の批判材料となった。また、参議院議員選挙のマニフェストでは、自民党が「消費税率引き上げなどを含めた税制の抜本的改革」との文言を入れているのに対し、民主党としては消費税に言及していない。党内的にも批判が出てくることとなった。議論しようと言っているだけで来年度導入ではないと言葉を添えた時にはすでに遅く、参議院議員選挙の獲得議席は予想を下回るものとなった。しかし、自民党も民主党も消費税10％ということからみれば、これが支持されたという評価もある。ただ、一部に根強い拒絶反応があるということだけは確かなようである。
　9月9日には、「新成長戦略実現会議」（議長・菅直人首相）の初会合が開かれ、菅首相は、雇用を増やした企業の税負担を軽減する雇用促進税制を2011年度の税制改正で講じるよう指示。法人税の引き下げについても11年度の税制改正で結論を出すよう指示した。

２　政治主導の税制調査会における専門家委員会

この一年間、民主党としての消費税論、鳩山政権、菅政権としての消費税論はそれほど明確ではない。選挙演説、記者会見、ぶらさがり取材の中での消費税に関する発言がニュースとして紹介され、参議院選挙の際の菅首相の演説などにもみられるが、党として、政権としてという印象ではない。むしろ、観測気球的で、塩梅が悪いと発言を後退させるといった感じである。威勢がいいのは、法人税率の引き下げくらいであろうか。
　政治主導となり政治家で構成される新しい税制調査会の下に、今年1月、報告、助言機関として税財政の有識者からなる専門家委員会（神野直彦委員長）が設置された。当面は８０年代以降の内外の税制改革の潮流を総括する作業を行い、任期期間の２年をめどに税制抜本改革実現に向けた報告書を取りまとめる予定となっている。
すでに、数回の会議において、今日の経済、財政の現状を振り返り、今なぜこのような財政、税収の状況になったのかを検証するため、80年代からの制度改革に焦点をあて、歴史と国際比較の観点から研究報告が進められた。
6月22日の「議論の中間的整理」（神野専門家委員会委員長）では、「税制改革を進める上での課題と考え方」として、
（1） 税収力の回復―破綻を回避し、安心と活力のある社会を実現するために
（2） 再分配機能の回復
（3） 将来の人口構造と社会保障制度の安定的な財源確保
（4） 経済成長と税制
（5） 地域主権を確立するための税制
（6） 納税者の納得・理解
（7） 全体として整合性のある税制抜本改革
の７つの方向性がまとめられている。
「国民が安心して暮らせる活力のある社会の実現は政府の重要な役割である。そして、租税とは、『支え合う社会』を実現するために必要な費用を国民が分かち合うものである。」　　
「前政権から引き継がれたこうした負の遺産の解決を図り、国民が安心して暮らせる活力のある社会を実現するためには、政権交代を機に、現政権において、無駄の削減などの歳出の見直しと併せ、税収力を回復することが急務となっている。そのためには、実際に相当程度の増収に結びつくよう、個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等の税制全般にわたる税制の抜本的な改革を行って、『支え合う社会』の実現に必要な費用を国民の間で広く分かち合う必要がある。」
「高齢化が進み人口構造が変わる中で消費税を重視する方向で国民により幅広く負担を求める必要がある一方、再分配等の観点から累進性のある所得税に一定の役割を担わせる必要があり、税体系上、両者は車の両輪としてそれぞれの役割を担うべきである。」
これを受け、消費税、所得税、車の両輪論と再分配機能回復の必要性について、閣僚などからのコメントがみられたが、党全体での共通の理解はまだのようである。また、関係回復ともいわれる日本経団連からの期待が大きい法人税の引き下げについては、課税ベース拡大、租税特別措置の見直しとの一体論が提示されている。
所得、消費、資産の各課税バランスの議論自体は、これまでの旧税制調査会でもみられていたもので、それほど珍しいものではないが、流れは直間比率是正、所得課税から消費課税へという方向に重きが置かれていた。ここに、変化があるのかどうか。いずれにしても、政治主導。専門家委員会の規範論が、政治的にどう動いていくかが注目される。80年代からの動きは、本当のところ官僚主導なのか、政治主導だったのか。今後の動きで明らかとなろう。

３　消費税をめぐる税制改革史

（旧）政府税制調査会では、一般的税負担の引上げを求める方策として、何回か一般消費税、売上税、付加価値税等の導入を提言してきたが、1970年代の不況による財政危機に直面し、累積してきた赤字への対応として、国、地方をつうじての財政再建が求められるに至り、1979（昭和54）年、一般消費税の｢試案｣および｢大綱｣がまとめられた。1975（昭和50）年補正予算における赤字国債導入時の蔵相が大平総理であったことも、財政再建への強い思い入れにつながったともいわれている。
この年の｢財政収支試算｣では、予算規模の年平均伸び率を11.0％として、84年度に赤字国債の発行をゼロとする構想をたてていたが、これは一般消費税導入を前提としたものであった。しかし、同年９月の総選挙で与党は大敗を喫し、一般消費税を断念せざるを得なくなった。そして、81年3月、臨時行政調査会の発足によって、増税による財政再建は、表面的には、行政改革を中心にすえた増税なき財政再建へと方針を変えていく。
しかし、75年以来の赤字国債の加速度的累積と、補助金カットや行政改革による財政再建の困難性。国際的には、レーガン、サッチャー路線にみられる応能性より応益性を重視する方向、あるいは直接税から間接税への視点の移動、こうした世界的動きを受け、間接税改革の流れは固まっていくことになる。ただ、一般消費税がネット増税案であり、この点が導入失敗の大きな要因と見て、税制改革の中に減税を織り込んでいく。84年には、所得税の税率を10年ぶりに変更、最高税率を75％から70％に引き下げ、税率段階を16段階から15段階へと簡素化した。
　86年政府税調では、４月の中間報告段階で、所得税、住民税の最高税率引き下げ、法人税率の引き下げ、９６４（クロヨン）対策としてサラリーマンに対する必要経費実額控除制、専業主婦に特別控除制導入等が議論され、夏の参議院選をはさんだ10月の最終答申では、これらをより具体化させるとともに、非課税貯蓄制度（いわゆるマル優など）の分離課税化や課税ベースの広い「新しいタイプの間接税」導入を提案した。
　これを受けて翌87年２月に売上税の創設が法案化されたが、免税点が１億円と高額であったことや51品目に上る非課税品目の多さもあって不公平感が高まり、メーカー、小売、消費者それぞれ自らの負担が最も大きい、場合によっては税率以上の負担となるとの不安、また中曽根首相が大型間接税導入に否定的発言をしていたこともあって、廃案への道をたどる。
　２度の新間接税導入に失敗した政府は、竹下内閣において、直間比率の是正を含めた所得、消費、資産等の課税バランス論、高齢化社会への対応、個別間接税の問題点への対応として税制改革に取り組み、再度の挑戦を行う。免税点（売上高3,000万円）を低くした上に限界控除制度（売上高6,000万円までの事業者に負担緩和措置）の設定、簡易課税の適用限度（５億円）を高く設定、インボイス方式や伝票方式をとらず帳簿方式としたことで、納税義務者を狭く限定し「堕落型」ともいわれる制度としたこと、さらに税率を３％と低く設定して収支を減税超過としたことなど、導入の実現性を最優先とした結果、88年12月、税制改革関連法案が成立する。
　国税における間接税改革は、経済のサービス化に伴う課税ベースの拡大の必要性、税制の中立性確保、奢侈品と一般的物品の区分の不明確さなどがその理由であった。また、昭和末期には、日本と欧米の経済状況が今日とは逆の立場にあり、乗用車、ワイン、ウイスキー等、とくにアメリカ、さらにEC（当時）との貿易摩擦も課税ベースの広い間接税導入や酒税改正の直接の要因の一つとなった。
売上税実施への議論が高まった1986（昭和61）年度、物品税は、自動車等47.1％、家電製品27.9％、合わせて75.0％の税収がこの2種類で占められており、自動車については、普通乗用車23％、小型乗用自動車でも18.5％の税率で課税されていた。１）納税義務者は、販売業者か製造業者であったが、そのほとんどは製造業者である。当時、今日ほど環境への関心があれば、多少違った動きもあったのかもしれないが、物品税のもつ排気量に応じた税率が海外の大型車を締め出すことになっているとの議論があり、内外を問わず自動車大型化の流れができてしまった。そのため、低公害、低燃費、ハイブリッド車の開発、台数が増えてきてはいるものの、燃料消費量の減少を相殺してしまうことになる。グリーン化、あるいは環境税的側面からみると、かつての物品税は、それなりの効果をもっていたともいえるのである。
　このように、導入の目的は一般消費税の財政再建、売上税における減税の財源、そして消費税では高齢化社会や国際化などかなり異なったものとなっていた。それに合わせて、税制改革の収支も増税超過（一般消費税）、増減税中立（売上税）、減税超過（消費税）と変化し、今日の巨大な債務国家のベースとなった。
　昭和末期10年間程の税制改正は、課税ベースの拡大、浅く広く、公正・簡素・中立の税制論に立って、所得税・個人住民税の最高税率引き下げ、税率段階の簡素化、法人税の税率引き下げ、配当軽課制度の廃止が実施された。また、1980年にいったん法制化された利子・配当所得の源泉分離課税廃止、総合課税への移行と少額貯蓄カード（グリーン・カード）制度の導入は、政治的圧力によって延期、８５年改正で廃止。総合課税化への流れはせき止められ、88年に、利子課税の源泉分離課税化、少額貯蓄非課税制度の原則廃止、株式のキャピタル・ゲインについては89年より源泉分離・申告分離選択制の道をたどった。
　そして、89年、消費税導入と物品税の廃止が実施された。それに伴い、地方税の多くの税目がこれに収斂、整理、統合の方向に進んできた。料理飲食等消費税は、戦前、日中戦争の経費、奢侈的経費の抑制などを目的として芸者の花代への課税などを行ってきたものであったが、戦後、遊興飲食税を経て、1961（昭和36）年、料理飲食等消費税と名称変更、一定額以上の飲食、宿泊に10％税率で課税し、6,000億円程度の税収（消費税導入前）をあげる道府県税であった。消費税導入後しばらくは、税率3％の特別地方消費税（税収1,300億円程度）として残されたが、1999（平成11）年をもって廃止されている。免税点を超える宿泊、飲食の税負担についてみると、10％（料飲税）から、６％（特消税と消費税）、消費税への統合に変化してきたことになる。この他、市町村税の、木材引取税、電気税、ガス税が消費税に統合され、娯楽施設利用税がゴルフ場利用税として限定、縮小された。消費税とともに導入された消費譲与税の配分は、こうした個別消費税の廃止による減収額に応じて、道府県11分の6、市町村11分の５となった経緯がある。
税負担の全体的変化としては、高額所得者、高額商品やサービスの消費者に減税、一般的に負担を幅広く広げる形となった一方、税の中央集中化（税の分権化に反する）に寄与することにもなった。
1994年は、連立８党の細川政権から，羽田政権，自社さの村山政権へと政治的な大転換の年であったと同時に，税制改革の流れの中でも，大きな政策転換の兆しがみられた。
新年の記者会見の中で，細川首相は、「21世紀ビジョン」を発表し、高齢化の進展に伴う社会保障経費増加に向けて、税負担の増加、すなわちネットでの増税を示唆した。大平政権の一般消費税導入失敗以来、税制中立、増減税同額かネット減税が税制改正の一般的傾向となっていたが、これを変化させたのである。２月３日未明、早速具体化させたものが細川首相から発表された、消費税の廃止と国民福祉税（仮称）の創設を含む税制改革草案であった。景気対策として総額６兆円の所得税、住民税等減税を実施し、その財源として７％の国民福祉税を充て、消費税は廃止というもの。
「国民福祉税については、高齢化社会においても活力のある豊かな生活を享受できる社会を構築するための経費に充てることを目的とする」旨法定し、税率７％、97年４月１日から実施する。減税についてはこの94年１月分から前倒しで実施し、景気浮揚効果を期待したものであった。
しかし、未明に突然行われた首相からの発表であり、連立与党内部ばかりか官房長官にも知らされていなかったことから社会党などからの批判が噴出、また、税率７％が「腰だめ」の数値とされたため、福祉財源としての理解が得られないまま４日には見送られることが決まった。そして、「減税と税制改革に関する連立与党代表者会議合意」(２月８日)により、総額６兆円の減税を先行実施するとともに、与党内に協議機関を設置、年内に税制改革法の成立を目指すこととなった。
　94年の所得税、住民税の特別減税は、１年限りのものとして、94年（平成６年）分の所得税、住民税について、税額の20％相当額（所得税で上限200万円、住民税で上限20万円）を控除するといういわゆる定率減税の手法により、所得税減税3兆8000億円、住民税と合わせ5兆5000億円を減税するということになった。しかし、この後、ほとんど毎年のように、減税が継続し、99年の恒久的減税へと繋がる。減税の表向きの理由としては、景気対策ということになる。しかし、もう一つの要因として、細川首相の下での減税規模が、国民福祉税導入を前提としたプランであったため大きく、前年の減税後を所与とした場合、特別減税をやめれば負担増となってしまうことがある。
　99年度税制改正は、低迷する景気に対し、需要喚起策として、最高税率の引下げと定率減税を柱とする所得税・住民税減税、法人税・法人事業税の税率引下げ、恒久的減税は所得減税４兆円と法人減税２兆3,000億円を含み６兆8,600億円、政策減税が住宅ローン減税など２兆6,000億円、合わせて９兆4,000億円となった。
　1980年代からのレーガン、サッチャー、中曽根政権における新自由主義路線、1985年のプラザ合意、1989－90年の日米構造協議に伴う公共投資拡大、本来縮小型財政をすべきであったバブルを、大盤振る舞いで越えてきた。その一環としての消費税導入は、数々の減税を行う要因ともなってきた。失われたのは20年ではなく30年であることを知らされるのである。

４　付加価値税（VAT)の負担構造

表1によれば、いくつかの特徴を見ることができる。一般論で言えば、付加価値税が高税率であれば、消費にはマイナスの影響が出るから、税率が高くなれば高くなるほど消費性向は減少することになり、GDP比での負担率も低くなることになる。日本で、消費税アップに反対する声は、生産者側からは消費の減少、すなわち販売量の減少が懸念されている。消費者側からは可処分所得の減少、生活費への影響が心配されている。しかしながら、実際には、集めた税金は財政支出として国民経済の枠組みに戻ってくるのであるから、強い経済、財政の枠組みの中で、必要な分野に戻るのであれば問題はない。単なる配分の変化である。とはいうものの、消費減退から高税率国でのGDP比負担率へのマイナスの可能性を考慮しつつ見ていくことにしよう。
　表１に掲載した国々は、GDP比でみた一般消費課税負担率の高い国、標準税率の高い国、ゼロ税率や軽減税率の採用範囲が比較的広い国、狭い国を抜き出したうえで、フランス、ドイツ、日本を加えている。こうした国々の中から、課税ベースの外形的大きさから特徴的な国を基準として取り上げ、比較を行った。イギリス、アイルランドは比較的例外が多くゼロ税率等適用範囲の広い国であり、こうした国の中からイギリスを基準とした。デンマーク、スウェーデン、アイスランド、ニュージーランド、カナダ等は、軽減税率やゼロ税率など例外が少なく標準税率適用部分が大きい国で、ここではデンマークとニュージーランドを基準としている。これに日本を加え、4か国を基準とする。
　縦の列は、基準国の制度、課税ベースを用いたならば、各国の負担率を確保するのにどの程度の税率を必要とするかを示している。日本を基準とすれば、デンマークの負担率を確保するのに税率20.8％、イギリスの負担率を確保するのに13.2％、ニュージーランドの負担率を確保するのに16.8％が必要となる。すなわち、日本がデンマークやイギリス程度の税収を得ようと思えば、デンマークやイギリスほど高率の標準税率を必要とせず、ニュージーランドほどの税収を得ようと思えば現在のニュージーランドの税率以上の税率にしないと確保できないということになる。同様に、ニュージーランドの制度、課税ベースを用いればカナダを除くすべての国で、各国で採用している標準税率を必要としないということになり、イギリスの制度を使えば、多くの国で標準税率アップが必要となる。イギリスほどのゼロ税率を採用すれば、日本は現在の税収を得るのに6.6％の標準税率が必要で、逆に日本ほど例外が少なければイギリスの標準税率は13.2％で足りることになる。したがって、課税ベースの大きさは、この4か国を比較すると、ニュージーランド、日本、デンマーク、イギリスの順となる。日本も課税ベースの広い、例外の少ない国の中に入ってくる。
縦の列を比較してGDP比負担率と標準税率との関係をみれば、概して正の相関をもつといえるが、個別に見ればかなり様々である。GDP比一般消費課税負担率を標準税率で割って標準税率1％当り一般消費課税負担率をみると、0.3％台と0.4％台がほとんどで、カナダ0.75％、ニュージーランドが0.6％、日本が0.5％と高い。とくに、標準税率２桁の中でニュージーランドの状況は際立っており、標準税率がフィンランドやノルウェーの約半分のにもかかわらず負担率はほぼ同等である。
また、OECDの消費税の傾向（Consumption Tax trends）では、2006年版でC効率性（C-efficiency ratio）を使い、2008年版ではVAT収入比率（VAT Revenue Ratio）を用いて、どの程度税が徴収できているか、徴収割合を比較する指標をあげている。表2によってみよう。

C効率性={（VAT税収/国の消費総額）×100/（VAT標準税率％）}×100
VAT 徴税効率=(VAT税収)/{（消費総額 – VAT 税収） × VAT標準税率} 
表１　主要国の付加価値税標準税率と実際の負担状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
	　
	GDP比一般消費課税負担率(A)
	付加価値税
標準税率(B)
	(A)/(B)

	ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞの税率換算税率
	日本の
税率換算税率
	ﾃﾞﾝﾏｰｸの税率換算税率
	ｲｷﾞﾘｽの
税率換算税率

	アイスランド
	10.6
	25
	0.424 
	15.8
	21.2
	25.5
	28.1

	デンマーク
	10.4
	25
	0.416
	15.5
	20.8 
	25
	27.6

	ハンガリー
	10.3
	20
	0.412
	15.3
	20.6
	24.8
	27.3

	スウェーデン
	9.3
	25
	0.372
	13.8
	18.6
	22.4
	24.7

	フィンランド
	8.4
	22
	0.365
	12.5
	16.8
	20.2
	22.3

	ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ
	8.4
	12.5
	0.672
	12.5
	16.8
	20.2
	22.3

	ノルウェー
	8.3
	25
	0.332
	12.4
	16.6
	20.0
	22.0

	フランス
	7.4
	19.6
	0.378
	11.0
	14.8
	17.8
	19.6

	アイルランド
	7.4
	21
	0.352
	11.0
	14.8
	17.8
	19.6

	ドイツ
	7.0
	19
	0.368
	10.4
	14.0
	16.8
	18.6

	イギリス
イタリア
カナダ
	6.6
6.2
4.5
	17.5
20
6
	0.377
0.31
0.75 
	9.8
9.2
6.7
	13.2
12.4
9
	15.9
14.9
10.8
	17.5
16.4
11.9

	ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
	4.0
	10
	0.4
	6.0
	8
	9.6
	10.6

	日　　本
	2.5
	5 
	0.5
	3.7
	5
	6.0 
	6.6


出典Revenue Statistics 1965-2007, OECD,2009,　VAT Rates　Applied in the Member States　of the European Union,2010より作成。
注
1　付加価値税標準税率は2007年1月1日現在、C効率は2003年、その他は2007年数値。
2　ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞの負担率換算税率％は、各国負担率÷8.4（ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞの負担率）×12.5％
日本の負担率換算税率％は、各国負担率÷2.5（日本の負担率）×５％
デンマークの負担率換算税率％は、各国負担率÷10.4（デンマークの負担率）×25％
   イギリスの負担率換算税率％は、各国負担率÷6.6（イギリスの負担率）×17.5％

表２　　主要国の付加価値税率とC効率性、VAT収入比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　
	付加価値税標準税率
	　C効率性
（2003年）
	VAT収入比率
（1992年）
	VAT収入比率
（2005年）

	アイスランド
	25
	49.2
	0.63
	0.62

	デンマーク
	25
	51.6
	0.55
	0.62

	スウェーデン
	25
	47.3
	0.40
	0.55

	ノルウェー
	25
	52.5
	0.52
	0.58

	フィンランド
	22
	52.9
	0.54(1996年)
	0.61

	アイルランド
	21
	55.5
	0.46
	0.68

	ハンガリー
イタリア
	20
20
	41.3
38.2
	0.30
0.39
	0.49
0.41

	フランス
	19.6
	45.3
	0.53
	0.51

	ドイツ
	19
	50.5
	0.62
	0.54

	イギリス
	17.5
	46.4
	0.49
	0.49

	ニュージーランド
	12.5
	96.4
	0.98
	1.05

	オーストラリア
カナダ
	10
6
	53.0
66.5
	0.47(1996年)
0.44
	0.57
0.52

	日　　本
	5 
	65.3
	0.70
	0.72

	OECD平均
	18
	52.9
	0.53
	0.58


出典　Consumption Tax trends,2006,OECD,2006,Consumption Tax trends,2008,OECD,2008, VAT Rates　Applied in the Member States　of the European Union,2010.
注　　付加価値税標準税率は2007年１月1日現在、C効率は2003年、VAT収入比率は1992年と2005年数値。1992年にVAT導入前のオーストラリア、フィンランドのみ1996年と2005年数値。

消費総額のマクロの数字から見て標準税率で本来徴収可能な税額に対し、実際VAT収入となった額がどれくらいかを見ている点では目指すところは同じである。ただ、C効率性の場合、消費の中にVATを含んでいるため、正確に課税ベースを算定できていないということで、この部分を除いたものがVAT収入比率となる。また、C効率性の場合、100を掛けているので単位は％となり、単一税率でVATとして完全に徴収できれば100、VAT収入比率の場合、単一税率で完全な課税が実現できれば1に近づくことになる。また、ゼロ税率や軽減税率のような例外税率は社会政策的に意味のある場合があり、すべてを「効率性」の面からマイナス評価していいものかどうかということで、この言葉を使わず2008年版ではVAT収入比率と表現することとされた。
　当然のことながら、VAT収入比率を百分率に直した場合、分母が小さくなっているためC効率性より数値が大きい。また、標準税率の高い国の両比率が低く、標準税率の低い国の両比率が高い傾向は同様である。最も数値の大きいのはニュージーランドであり、VAT収入比率については1を上回っており、極めて例外が少なく、徴収率も高いといえるだろう。
こうした状況は、ゼロ税率、軽減税率、非課税品目や事業者免税点などの他、租税回避や納税者の順法精神など多様な要因によるものとみられる。
スウェーデンは、制度的には比較的例外が少ない国であると思われるが租税回避や脱税のためC効率性、VAT収入比率とも高くない。２）スウェーデンのブラックワーク（課税を逃れた仕事）の規模は、付加価値税の約14％程度で、資本所得税の65％、法人税の33％に比べれば割合的には少ないが、税収の規模が大きいことから金額的には350億SEKに上り、法人税、社会保険料、勤労所得税を上回り、税種別ではトップである。３）とくに、掃除やベビーシッターのような相対取引の人的サービスの場合、事業内容を完全に把握するのは難しい。スウェーデンの大臣がブラックワークのお手伝いを頼んでいたことが問題になったこともある。国民総背番号制があっても万能ではないことを示している。ただ、1992年に比べ2005年のVAT収入比率は上昇している。これは、1991年に住民登録事務が教会から国税庁に移管され、背番号制のIT基盤データ化が促進された４）ことも影響しているとみられる。また、イタリアは、イギリスほどゼロ税率や軽減税率を採用していないが、どの数値も最も低くなっている。
一般的には、標準税率が上がればVAT収入比率は下がり、標準税率が下がればVAT収入比率は上がる傾向にある。国によっては、公共交通など以前は免税であった分野が課税となったためにかえって収入比率が落ちるケースもあり、影響は一様ではない。日本の消費税は、軽減税率と国内ゼロ税率がない単一の標準税率を適用しているため、VAT収入比率は高い。また、1992年と2005年の間に、税率引き上げの他、限界控除制度の廃止、事業者免税点の引き下げと簡易課税制度の適用上限引き下げ等課税ベースを広げる改正があったが、この間のVAT収入比率の動きに、とくに変化は見られていない。


５　消費税の目的税化論

　消費税の使い道限定論は多い。福祉目的税、社会保障目的税など使途を限定しないと気が済まないようでもある。おそらくは、政府への不信、ばかりでなく人間不信にもよっているといえるだろう。自分に関係のないところに使われてしまうのではないかと。一方、消費税導入の歴史でも示したように、積みあがった国債、すでに将来の財源を利用しているということで財政再建の要請もあることは周知のことである。借金を返すだけであれば、負担のみ、サービスや給付はないのであるから、当面何のメリットもないと感じるところに支払うことに耐えられないのである。
平成21 年６月19 日、基礎年金国庫負担割合を２分の１に引き上げるため、21 年度及び22 年度について財政投融資特別会計から一般会計への特例的な繰入金を活用するとともに、23 年度以降について財源確保の道筋を定めた「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案」が成立した。この国民年金法改正案では、平成23 年度以降については、税制の抜本的な改革により所要の安定財源を確保した上で、基礎年金国庫負担割合２分の１を恒久化することなどが定められている。
税制の抜本的改革については、所得税法等改正法附則第104 条において、「経済状況を
好転させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改
革を行うため、平成23 年度までに必要な法制上の措置を講ずる」ことが定められており、
これに基づいて粛々と行っていくことが原則である。何らかの経済的事情等で遅れた場合でも、その間についても臨時の財源を手当てして国庫負担割合２分の１を維持することが国民年金法改正案には定められている。５）
　ここでも、目的税化の議論はあったようであるが、規定はされていない。ヨーロッパの付加価値税は、一般財源でありこうした考え方はない。というより、公共サービスすべてが福祉のようなものであるからともいえるだろう。その意味では、これまでの日本の経済を支えた公共事業も雇用政策であり、比較的遅れていたインフラ整備であったことを考えれば福祉といえなくもない。ただ、インフラが整備されてきたこと、財政赤字が深刻になってきたことなど、いつまでもこの方法は使えない。役に立つ福祉、役に立つ雇用へとシフトさせようというのが「コンクリートから人へ」「強い経済、強い財政、強い社会保障」ということになる。
　
６　地方消費税について

地方消費税は、3％税率で導入された国税の消費税が、1997年、4％への引上げに際して、税率1％の地方税として新設されたものである。消費税3％時代もその5分の1は消費譲与税として地方に譲与されていたから、現在の、消費税・地方消費税合わせた5％のうち、5分の1が地方税という点では割合として同様ということであった。そもそも、消費譲与税が消費税の5分の1となったのは、個別消費税の廃止、消費税への統合に伴う減収額が消費税3％分のおよそ5分の１であったためである。また、徴税、配分のしくみは、地方譲与税時代と同様、国が徴収するが、それまで譲与基準が人口と従業員数であったものを、商業統計やサービス業基本統計等に基づいて地域的（都道府県間）に清算、さらにその2分の1を、人口や従業者数に基づいて市町村にあん分交付ということになり、消費課税の特徴である安定性をもつとともに、地域偏在も少ない税である。清算の基準が変わったことで、より消費と消費地との関係を強くするものとなった。
また、地方消費税固有の問題としては、多段階課税であることから、税の帰属地、消費地の違いがあり、地方税としての特性に議論が生じていることがある。すなわち、納税義務者は各事業者であるが、最終的負担者は消費者であるため、課税と負担、地方サービスと負担にずれが生じ、最終消費者の住民に非消費地への税負担を求めることになり、地方税として望ましくないという点である。こうなると、課税の効果がその地方団体内部でおさまるべきとする地域性の原則からは、小売売上税の方が望ましいということになる。また、一方では、製品は原産地の行政サービスあってこそ作られ、小売価格に反映されるものであるから地域性の原則にこだわらなくてもよいとの議論もあった。６）
これらは、消費税が導入され地方譲与税が作られた時から議論されていたことであり重要な論点であるが、今日の地方消費税が安定的で地域偏在の少ない税として成長しつつあるという観点からは、現行の一元課税方式を維持することもやむをえない。ただ、現行方式では,「消費に相当する額」の算定が本来の「最終消費」と異なるため、より精緻な方式の検討が必要となる。現在、議論されているものに、境界統制を必要としない仕向地原則による地方消費税として、税額控除によるマクロ清算方式をとるカナダのHST(協調売上税)がある。HSTでは、州間への配分において産業連関表を用いたマクロ的清算方式が採用され,「仕向地原則」に基づいて正確に税収配分が実行されており、日本での導入に向けた検討が期待されている。７）

７　問題点は解決したか

1989年の消費税導入時に問題とされた、免税点の高さ、簡易課税、限界控除、年間の申告回数などいくつかの課題は、かなり時間をかけたものの改革の方向に向かってきた。
多くの業者が免税制度を利用できることになっていた免税点の適用上限は、2003（平成15）年度改正でようやく、3000万から1000万円に下げられたが、EU諸国よりやや高い程度の水準まで下げてくるのに15年の歳月を要してきたことになる。また、仕入れ控除総額を課税売上高に対する税額の一定割合とみなす簡易課税の適用上限も2億円から5,000万円に引き下げられている。これまで申告納付の回数が年2回、4回であったことで、中小事業者に預かり金という意識がなくなり、運転資金や運用に回されたりあたかも自分のお金のような感覚に陥ったりする可能性があった点、すなわち間接税でありながら直接税であるかのような感覚にさせられる問題点も解消されることになった。すでに、1994（平成6）年度に実施された限界控除制度の廃止も含め、ようやくゆっくりとした改革のあゆみが進行してきたところである。
インボイス方式を導入せず帳簿方式であること、複数税率を設けていないこと、食料品などにゼロ税率を設けていないこと、あるいは税還付による負担軽減策、簡易的課税方式による益税問題等、税率引上げを議論するのであれば、ＥＵ他の付加価値税を見ながら見直しを図っていくことは避けられない。一般消費税、売上税、2回の経験から、批判回避、まずは実現可能性重視ということで制度設計されたことを要因とするものが多く、また益税問題さえ解決すれば、インボイス方式さえ導入されればよい税制であるとの論も多いが、これを解決しなければ公平な税制とはいえず、そもそも本格的付加価値税とはいえない。
導入して20年以上がたった。パソコンの普及もめざましい。中小、零細企業でのコンプライアンスコストから導入が難しいともいわれたインボイス方式への対応は十分にできると考えられる。納税者番号とともに、大きな課題である。
消費税率については、日本の標準税率とヨーロッパの20％前後の標準税率とを比べてかなり低いとの評価から、10％への引き上げをしても複数税率を設けないといった論もあるが、所得税に再分配効果の薄れた今日、何らかの対応は必要であろう。
表3のように、ヨーロッパの国々では、ゼロ税率は一部としても、軽減税率採用が一般的である。そして、その多くは一桁、約半分の国が５％程度までの軽減税率である。食料品の全部あるいは一部に10％未満の税率設定をしている国が27か国中15か国である。また、食料品など生活必需品の税率から標準税率を見上げたなら、日本の場合、生活必需品でないもの奢侈品も含めて５％の軽減税率が設けられているともいえ、品目によって差をおくことには合理性がある。ただ、課税品目、税率が多様であった物品税のように、各業界の族議員が出ないように、また党内税制調査会が復活してメンバーの政治力が突出しないように、専門家委員会など客観的な判断機関が必要となるかもしれない。
徴税手続きの簡便性からは、カナダのように、生活必需品相当の消費に含まれる税額を概算で税額控除する方式も考えられる。ただ、カナダでは、税額控除とともに軽減税率も採用されている。また、標準税率採用範囲を大きく課税ベースを広く取る場合は、財政支出で普遍主義的に社会支出を行うことが求められ、その場合は高福祉高負担型ということになるだろう。

表３　EUのVAT税率　　　　　　　　（2010年7月現在）　
	　国
	超軽減税率
	軽減税率
	標準税率

	Belgium 
	　-
	6 ，12
	　21

	Bulgaria 
	
	7 
	20

	Czech Republic 
	-
	10
	20

	Denmark   
	- 
	-
	25

	Germany 
	-
	7
	19

	Estonia
	-
	9
	20

	Greece
	5.5
	11
	23

	Spain 
	4
	8
	18

	France
	2.1
	5.5
	19.6

	Ireland
	4.8
	13.5
	21

	Italy 
	4
	10
	20

	Cyprus
	-
	5 ，8
	15

	Latvia
	-
	10
	21

	Lithuania
	-
	5 ，9
	21

	Luxembourg
	3
	6 ，12
	15

	Hungary
	-
	5 ，18
	25

	Malta
	-
	5
	18

	Netherlands
	-
	6
	19

	Austria
	-
	10
	20

	Poland
	3
	7
	22

	Portugal 
	-
	6 ，13
	21

	Romania
	
	5 ， 9
	24

	Slovenia 
	-
	8.5
	20

	Slovakia  
	-
	6 ，10
	19

	Finland
	- 
	9 ，13
	23

	Sweden
	-
	6 ，12
	25

	United Kingdom
	-
	5
	17.5




































出典　VAT Rates　Applied in the Member States　of the European Union,2010．
注　ゼロ税率は除く。ほぼどの国にもゼロ税率はあるがEUが認めていないため、イギリス、アイルランド以外では極めて限定的である。

注１）　『間接税の現状』大蔵財務協会、1987年。
２）　鎌倉治子『諸外国の付加価値税（2008年版）』国会図書館調査及び立法考査局、2008年。　　　　　　
３）　Tax  in  Sweden  2009,  Skatter  i  Sverige  2009,  Skatte Verket．
４）　高山憲之「スウェーデンにおける税と社会保険料の一体徴収および個人番号制度」一橋大学経済研究所、2008年4月。
５）　大鐘章子「基礎年金国庫負担割合２分の１への引上げの財源確保～国民年金法改正案の国会論議～」『立法と調査』2009年8月。
６）　務台俊介「地方消費税の論理」『地方税』地方財務協会、1994年2月。
７）　持田信樹『地方分権の財政学‐原点からの再構築』東京大学出版会、2004年、望月正光「産業連関表に基づく地方消費税のマクロ清算方式」『関東学院大学経済経営研究所年報』関東学院大学経済経営研究所、2008年3月。『地方消費税勉強会報告書』地方自治情報センター2007年3月、『地方消費税の清算基準に関する研究会報告書』地方自治情報センター、2008年４月。
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